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巻頭対談 一 ドン ・ウ イリアムズ ・豪科学技術新議会委 員長 一
【坂 内】本 日は、豪科学 技術審議 会(ASTEC)のドン ・ウ イリアムズ委員長をお迎え し、研究 協力の
ための 「覚え書」の署 名交換 をす るこ とにな りました。今後 とも貴機関 との密接 な協力関係 を維持
してい きたい と思い ます。貴機 関 とは既 に情報交換 を行 ってい ますが、 この機会 に改 めて貴機 関の
概要 をご紹介下 さい。
【ウ イリアムズ】ASTECは 、法 に基づ き1979年 に設立 され ました。 当審議会 は、政府の関
係省庁か ら高等教育機関お よび企業 にいた る科学技術 に関わるあ らゆる機関 を対象 と して、政策か
ら計画 にいた るまでの幅広 い分野 について研 究を行い、 あるいは情報提供 を行 って います。
設立の 目的は、科学技術の振興、開発 と応 用および推進、 また資源の効率的利用 に関 して政府 に
助言 を行 うことです。 このため、各種 の調査や 情報 の収集等 の活動 を行 ってい ます。 首相 には、特
に科学担 当首相補佐大臣か ら報告 され ます。
【坂内】具体 的 にどのよ うな活動 をな さっていますか。
【ウ イリアムズ】4年 前 には科学技術 と産業 の橋渡 し役 と して活躍 しま した。現在 までに50の研究
セ ンターが発足 してお り、1億 豪 ドル(約80億円)の 予算 によ り主 に農業、重工業、医学等 に力を
入れて研究 を進 めています。 また、予算の30%は政府以外 か ら得 ているため 、政策 と産業の利益が
強 く結び ついて います。
【坂 内】最近の調査活動 につ いては………。
【ウ イリアムズ】 「2010年、科学技術 の将来需要へ の適合 のため に(MatchingScienceandTechno
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▲ogytoFutureNeeds:2010)」という調査 を してい ます。 これは1994年6月のPMSECが 開催 さ
れた際に私がASTECの 委員長 として提案 した もので、産業科学技術 大臣 も強 くこれ を支持 され
ま した。ASTECは この報告 をまとめ、1995年 の中頃 に政府 に助言 しよ うとして います。 こ
の調査に取 り組 んだ背景 には3つ の問題意識があ ります。第1は 急速 な環境変化へ の対応です。次
に科学技術 による経済成長、第3に は、 これ を達成 するため に必要 な資金 の手 当につ いてです。
調査 に当た っては、 まず第1の ステ ップ と して、2010年にどんな科 学技術 が必要で、その要求 に
どう応える ことが 出来 るのか、何 を為すべ きなのかな どに取 り組んでい ます。 その一例 として、今
後15年間の国内外 の経済 的、政治 的お よび社会的変化を調査 しま した。 さらに、我 々の調査 目的 に
合致する技術 予測手法 はどれ なのかを探 るため、 日本のDelphl法、オラ ンダのSenariowriting、
ドイツのRelevancetreesその他 アメ リカ、 イギ リス等の方法な どを調査 しました。
【坂内】その次のステ ップはどのような計画ですか。
【ウ イリアムズ】 「パ ー トナー シ ップ」です。 これは相互利益 を得 りうる機 関の獲得 を意図 した も
のです。ASTECが 経 済界や産業 界 と言 った色 々な機関や分野の人々 とパ ー トナー を組み、実際
上の問題解 決法等 を通 して、パ ー トナーか ら学ぶ機会 を得 ることであ り、またパー トナーに彼等 の
興味ある分野 の情報や 方法等 を提供す るという試みです。その手法 と して、 デルフ ァイ予測 はも と
よ り、 これ まで調査 を行 ったあ らゆる方法か ら、豪 に2010年に必要 となる と思われ る、思想 も しく
は手段を分かち合 お うとす る ものです。健康科学、環境科学技術、情報 工学 、造船工学等の重工業
等 とい った ものが重要 となるで しょうが、私 は職業訓練な ども重視 しています。
【坂内】 ご説明の調査 については、集計 も終わ り、解析中 と思い ます が、な にか面 白い結果が 出そ
うですか。
【ウ イリアムズ】調査 は約1億 円をか けいろいろの専門家 にアンケー ト調査 を行いま した。昨年 の
ll月に、300の回答が 得 られ、環境問題 に関心の高い ことが注 目を呼び ました。農業や鉱業 に関す
るもの もあ ったよ うです が、 いず れにせ よ現在解析中で、報告が出る までに2カ 月位の期間が必要
と思われ ます。
【坂内〕 日本では最近、生活 関連 の科学技術 に視点を置いた研究の必 要性が指摘 されて います。そ
ち らの93年度の年報 にも、 このよ うな視点か らの報告があ りますが、豪 の状況 はいかがですか。
【ウ イリアムズ】 この報告書 は科学技術 と社会科学 との強い結びつ きを うた っています。訪 日前 に、
首相 に会 った時 にも、科学 と社会 との優 しい結びつ きが必要である と言 っていま した。私 はそ もそ
も科学技術 は理 論の中に存在す るので はない、呼吸を してい る生活 の場 でこそ意味があ ると思 って
い ます し、PMSECで も科学技術 と生活 との関係は競争ではな く共生 である とされて います。
【坂内】最近 日本では若者 の科学技術離れが大 きな問題 にな ってお り、対策 を検討 して います。貴
国では どうで しょうか。
【ウ イリアムズ】同 じよ うな状況 です。種 々の問題 があ り、調査 ・研究 を進 めています。
【坂内】 日本では5年 に1度 、 国民の科学技術 についての意識調査 を行 っています。1995年がその
年 にあた ります。 これまで、 日本 では科学 に対す る若者の関心が減 っている と言われて きま したが、
毛利 さん と向井 さんの宇宙飛 行士 の活躍 もあ り、若い世代の科学への関心 ・興 味が高 まって来てい
る と思い ます。 次回の調査で はその良い影響が表れ ることと期待 しています。
?
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【ウ イリアムズ 】豪で も、情報関連や ソフ ト関連の システムの改 良等 によ り、人 々の認識 も変わ る
だ ろ うと考 えています。
ところで、 日本 と独 との間でデルフ ァイ調査 による共 同研究 を行 ってお りますが、共 同研究 を実
施 して、 印象 に残 った ことは何です か6
【坂 内〕課題が 日本の専門家 によ って作成 されたもので あるに もかかわ らず、予測実現時期は 日独
両国で非常 によ く一致 しま した。 これは現代 の科学技術が グローバルな もの にな ってい る一つの証
拠 と見 られ ます。 一方、課題 の重要度や 阻害要 因につ いては、社会的、文化的要因等 を反映 して、
両国で大 きな差が有る ものが認め られ ま した。
【ウ イリアムズ】その際の重要課題 と言うか、手がか りになる課題 はなんで しょうか。
【坂内】デルフ ァイ調査 では、課題の設定 の段階で、調査結果の善 し悪 しが 決 まります。 したが っ
て、 ここが最 も重要 で、難 しい ところです。例 えば、第5回 デルフ ァイ予測調 査の際 には、各 分野
の課題設定 にあた り、環境 に関す るもの、知的機能の付加 に関する もの、原理 現象 の解 明に関す る
ものなどに重心 をお くとい う方針 を取 りま した。
〔ウ イリアムズ】豪で進 めて いる調査では、今の ところ、がんや老化 の研究 よ りも、環境汚染 によ
る病 気の発生 の方が問題視 されてい ます。 具体的には、環境汚染 による家畜 の死亡、更 に人間 まで
被害が及 んで いる事が懸念 されてい ます。
日本の技術予測の調査時の手続 きです が、前 回の質 問が次 の最終質問 には どのよ うに反映 され る
ので しょうか。最終質問は誰が決断 し、 その際 の質 問の回答者 は、 どの ように して選ばれるので し
ょうか。
【坂 内】課題 の選択 にっいては、前回の ものを参考 に し、その後の科学技術 の発展 、社会や経 済の
進展 を考慮 して、課題 の修正、追 加などを行い ます。結果的 には、第5回 の技術 予測では、課題 の
約30%は前 回の ものを使 用 し、 残 りは、 内容 を修正 した もの と新た に検 討 され加 わ った もの とな り
ま した。 その際、各専 門家が課題 を持 ち寄 り、意見 を交換 し、評価 して絞 り込み を行う と言 う方法
で作業を行 ってい きます。 この作業 に前 回は半年以上の期間 を要 しま した。
回答者 について も、従来 の蓄積があ り、 これ を母体 と して選択 しますが、課題作成 に当た った専
門家 の意 見 も考慮 し、課題 にあわせて新た に回答者 を追 加す るなど しています。
【ウ イリアムズ 】今回の覚 え書 きの締結 にもあ ります よ うに、技術予測 に関す る研究者の交流 を具
体的 に進めた いと思い ますがいかがですか。
【坂 内】賛成です。 日独共同研究の際 には、 独側か ら2回 に分けて1名 が約1カ 月、1名 が約4カ
月間政策研 にきて研究 し、私共か らもや は り担当研究者 を延べ2カ 月間ほ ど派遣 しま した。 豪か ら
来 られ る場合は、第6回 デルフ ァイ調査 の始 まる1995年に来 て貰 うのがいい タイミングで しょう。
【ウ イリアムズ】有 り難 うござい ます。検討 したい と思 います。
【坂 内】本 日は有 り難 うご ざい ました、 これ を機 に 日豪両国、NISTEPお よびASTEC両 機
関の益 々の協力 と発展 を期待 したい と思 います。
(ウイリアムズ委 員長が1994年11月27日に本研究所 を訪問 した際の対談 内容 を基 に作成)
(メモ)ド ナル ド ウ イリアムズ博士(1937年生 まれ)
1972年ロ ン ドン大学で理学博士号取得。
1994年一現在 豪 州科学技術審議会委員長。
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1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○ 主要 来 訪 者一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
1/24(火)M,Stuyck-Taillandier(フラ ンス 大 使 館 科 学 技 術参 事官)
○講演 会等/LecturesatNISTEP
l/25(水)「 日本企業 のアジアにお ける技術ネ ッ トワー クの形成 と国内技術空 洞化」
安部 忠彦(長 銀総合研究所経済調査部主 任研究 員)
[講演要 旨]
円高を背景に 日本企業 のアジアへの進 出は加速 した。開発設 計活動 もアジアで行われ るよ
うにな った。 その実 態及 び 日本国 内の生産活動 に対する影響 について、海外活動 を展開す る
組 立系機械 メーカーに対 しア ンケー トを行 った。
日本 にまだ優位が残 っているが海外 に生産移管 された とい う 「空洞 化製品」が電子部品 で
は30か ら40%に 上 っている。 アジアの生産現場 に開発設 計を移管 する動 きがみ られ る。
アジア における研究 開発は、現地部品調達 に際する設計変 更、生産 ライ ンの手直 し等が主
である。 アジアに生 産や研究開発 を移管 した ことによる支障 については、ほ とんど支障無 い
との答が多か った。設計 の場合 と比べ ると何 らかの支障あ りとす る割 合がやや 多 く、生産技
術 開発 における生産現場 の密着の重要性が窺え る。
五.講 演 発 表 紹 介/HighlightoftheLecture
技術知識の減衰要因分析[権利者区分別]
第一研究グループ 光畑照久
1ま えがき
技術知識の減衰とは、ある特定された場(例えば、研究開発活動の場、生産活動の場あるいは
特許等の工業所有権制度の権利の場等)における既存技術知識群の構成既存技術知識が、減衰要
因(既存技術知識の減衰を惹起する要因、例えば、新技術知識等)と の相互作用により時間の経
過と共に順次新技術知識と交代することによって、あるいは他の必然的あるいは偶然的な事由に
より場から放棄されることによって、既存技術知識群の構成既存技術知識数が時間経過と共に減
少していく現象をいう。
最近、技術知識の交代の基本メカニズムを技術知識の価値間遷移として捉え、技術知識の価値
間遷移モデルとこの価値間遷移モデルを素過程とする技術知識群の減衰モデルを提案し、この減
衰モデルに基づいて得られた規格化減衰関数を登録特許の更新による権利残存件数の減衰データ
に適用した結果、減衰データの挙動をよく説明できるのみならず、減衰要因の明確化、工業所有
権制度の改正等が登録特許の減衰に及ぼす影響等についても分析可能であることを明かにした。
ここでは、この減衰モデルに基づいて得られた規格化減衰関数を、権利者区分別の登録特許の
権利残存件数の減衰データに適用して減衰要因分析を行った結果について述べる。
2.技 術 知 識 の 規 格 化 減 衰 関 数 等
技 術 知 識 の 規 格 化 減 衰 関 数G(t)は 、
G(t)=exp[一Σ κ σ{Sσ(t-vσ)-Sσ(tσ 十 εσ)}]
σ
(1)
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で与え られる。
ここで、 σは減衰要 因の種類 を表す。 κσは技術知識 と減衰要因 との相互 作用の強 さを表す 減
衰係 数であ り、技術知識 の交代の意志決定の様式(法人、個人等)、技術知識が存在す る場の特性、
技 術知識 の種類(産業 分野別等)、技術知識が存在す る場 に関す る制度等 に依存す るであ ろう。
Sσ(t)は減衰要 因 σの発生数 の累積、vσ(≧0)は減衰要 因の発生か ら技術知識 に作用 し減衰効
果 を発揮す るまで に必要 なタイムラグ、taは 減衰要 因 σの発生 開始時点、 ε・ は補正パ ラメー
タである。
式(1)において、減衰要 因 σ毎 にG・(t)=1/eとなる ときのtをt1/.とす れば、
κσ=1/[{Sσ(t1/e－ひσ)-Sσ(tσ 十 εσ)}](2)
が得 られ る。
t1/e=tσ一←εσ十 ひσ 十 τσ(3)
と書け るか ら、式(2)および式(3)から準緩和時間(準時定数)τ・が得 られる。
技術 知識 の減衰速度率 ρは
ρ・=Σκσuσ(t－ひσ)(4)
　
で与 え られる。
3減 衰要 因分析
技術知識 の規格化減衰関数式(1)を用 いて、1948年 、1953年 、1958年 、1963年
お よび1968年 の登録特許 について、権利者 区分別の権利残存件数 によ る減衰 デー タとの比較
を行い、規格化減衰関数 を決定 した。
具体例 と して、1963年 登録特許 の権利残存件数デー タへ適用 した場 合 について述べ る。
表i1に、1963年 登録特 許 につ いて権利者区分別の権利残存件数 による減衰 デー タを示す。
ここで、権i利者区分 とは登録特許の権利者全体 を個人、法人、外 国、 その他 に区分 した ものであ
る。表1に おけるt=1お よびt=2の 減衰デー タは登録維 持に関す る価値評価が制度上 なされ
ていないので、減衰要 因分析 のためのデー タと して不適格 であ り分析対象か ら除外 した。 また、
権 利者 区分がそ の他 の規格化減衰デー タについては分析対象 として不適当 なので減衰要因分析は
行わなか った。
表2は1963年 登録特許 に対 して主要 な減衰要 因デー タであ る特許登録件数 の累積S.(t)の
推移、お よび もう一つの減衰要因デー タである出願公開制度施行後の特許 出願件数 の累積S,、(t)
の推移 を示す。
式(1)から分かるよ うに、縦軸 に－lnG(t)を 横軸 に{S・(t-vσ)-Sσ(tσ+εσ)}を
とって減衰デー タをプロ ッ トす れば原点 を通 る直線が得 られ る筈 である。
図1～4に 表1お よび表2に よるデー タのプロ ッ ト(口印)を示す。 図1～3で は全領域で 直線
とはな らず、 減衰 の初期 にお いて段差(図2に おけるA,か らA・へ の段差:初 期減衰)が 生 じた
り、途 中か ら直線 の勾配が増減す る現象がみ られ複数 の直線領域 に区分 され る。領域毎 に表1お
よび表2の デ ータを用 いて式(1)における減衰係数 κ・、 タイムラグ リσ、補正パ ラメー タ εσ等
を回帰 分析 によ り決定 して得 られた規格化 減衰関数(実線)を図1～4に 示す。規格化減衰関数(実
線)は減衰デ ー タとよ く一致 しているこ とが分か る。 また、i表3に、上記 の減衰要因分析 によ り得
られた初期減衰率、 また決定 された減衰係数 κσ、 タイムラグoσ、お よび補正パ ラメー タ ε・の
値 を用いて式(4)によ り算定 された平均減衰速度率 〈 ρ〉および式(2)(3)によ り算定 された準
5
緩和時間 τを示 した。
図1～3に 示す ような減衰 におけ る大 きな変化 は、その変化が現 れた年 の数年前 の工業所有権
制度 の改正等 の影響 によるものであ り、図2の 初期 減衰(A・ か らA2への段 差)}ま技術の利用価
値 の変化 による ものと思わ れる。 したが っ'て、 このよ うな外部環境 の変化が 登録特許 の権利維持
に関 して権利者 の意志決定 に強 い影響 を及ぼ している もの と考え られる。 また、 図4か ら分か る
よ うに権利者区 分が外国 の場合 はこのよ うな変化が見 られなか った ことは極 めて特徴 的であ る。
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図1規 格 化 減 衰 関 数 と減 衰 デ ー タの比 較
Sr=-0.39,Ur=二〇,En=0,`Un==2,52
領 ▲或A(-0.39≦t≦11.02)、領▲或B(11.02≦t≦14)
曲 線cは11.02≦tに お い て 点 線aと 鎖 線bを 合成 し た もの
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1963年登録特 許
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〈Sr(1-Vr)-Sr(εr)}×]O-5(a,c)
図2規 格 化 減 衰 関 数 と減 衰 デー タ の比 較
εr=O,Vr=・O,εn=0.Vn=3.30
領 域A1(0≦t<tw+・w)、領 域A2(ヒw+,w≦t≦8)
領LetB(9≦t≦11.80)、領3或C(11.80≦t≦14)
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dll線cは11.80≦tにお い て 点 線aと 鎖 線bを 合 成 した もの
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図3規 格 化 減 衰 関 数 と減 衰 デ ー タの 比 較
εr=-O.53,Vr=0,en=O,Vn=2.26
領 域A(一 ・0.53≦L≦10.?6)、領 域B(10.76≦t≦14)
曲線cは10.76≦tに お い て 点 線aと 鎖線bを 合 成 した もの
?
?
?
ー
L4
1.2
1
0.8
0.6
0、4
0.2
0
0
1963年登録特許
権利者区分:外国
1234
{St(t-'Ur)-Sr(εr)}xIO-5
図4規 格 化 減 衰 関 数 と減 衰 デ ー タの 比 較
Er=0」「ur=1.61.
領 域A(1.61≦t≦14)
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表11963年 登録特許の権利者区分別
権利残存件数の推移
表2特 許登録件数 の累積S,(t)および
出願件数の累積S。(t)の推移
西暦 経過 個人 法人 外国 その 全体 邦暦 西暦 S,(t)‡ S。(t)ぱ
年数 他 (年) (年)
(年) (年)
昭和37 1962 292,802
1963 t二〇 73 197 184 24 478 38 1963 316,105
1964 1 一 一 一 一 一 39 1964 339,805
1965 2 一 一 一 一 一 40 1965 366,710
1966 3 47 179 170 21 417 41 1966 393,025
1967 4 44 173 152 21 390 42 1967 413,798
1968 5 41 170 136 20 367 43 1968 441,770
1969 6 38 165 128 20 351 44 1969 469,427
1970 7 34 160 119 19 332 45 1970 500,306 0
1971 8 32 156 107 19 314 46 1971 536,753105,785
1972 9 25 144 97 19 285 47 1972 578,207236,185
1973 10 24 138 85 19 266 48 1973 620,535380,999
1974 11 22 135 75 19 251 49 1974 660,161 530,318
1975 12 20 101 68 19 208 50 1975 706,889690,139
1976 13 15 87 59 19 180 51 1976 747,206851,155
1977 14 12 69 48 19 148 52 1977 799,8141,012,161
*Sr(t)は明治18年か らの累積
**S。(t)は昭和45年 特許法改正 による出
願公開制度施行後の特許出願件数の累積
表8平 均減衰速度率〈ρ〉、準緩和時間τおよび初期減衰率
権利者 平均減衰速度率〈ρ〉(%/年) 準緩和時間τ(年) 初期減
登録年 区分 衰率
領域A 領域B 領域C 平 均 A B C (%)
1948個 人 16.55 8.75 8.63 11.3 5.76 12.84 17.37 31.3
法 人 4.38 一 3.15 3.8 15.67 一 27.94 12.4
全 体 7.83 6.52 3.98 6.1 9.93 14.9825.12 26.5
1953個 人 18.39 一 11.23 14.8 5.45 一 12.64 一
法 人 4.92 一 7.18 6.1 12.23 一 16.21 一
外 国 8.41 一 一 8.4 12.35 一 一 一
全 体 7.93 一 8.58 8.3 9.54 一 15.37 一
1958個 人 11.39 一 一 11.410.30 一 一 14.3
法 人 3.75 一 一 3.8 20.35 一 鞘 一
外 国 9.04 一 一 9.0 ユ1.33 一 一 一
全 体 6.38 一 一 6.4 15.07 一 一 一
1963個 人 7.56 7.5925.14 13.411.4315.745.15 20.9
法 人 3.34 一 21.21 12.3 22.89 一 5.64 一
外 国 10.56 一 一 10.6 10.16 一 一 一
全 体 5.78 一 17.34 1L6 15.36 一 9.58 一
1968個 人 7.56 一 13.07 10.3 12.54 一 17.1225.2
法 人 1.65 一 14.54 8.1 42.38 一 7.84 一
外 国 15.83 一 一 15.8 7.33 一 一 一
全 体 4.17 一 14.54 9.4 19.47 一 10.09 一
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表3か ら、権利者区分が個人の場合には初期減衰要因による減衰が起こり易く、その量はかな
り大きいことが分かった。また、権利存続期間中における工業所有権制度の改正等の外部環境の
変化は、平均減衰速度率および準緩和時間等にかなり大きな影響を与えることが分かった。一般
に、権利者区分が個人および外国の場合は平均減衰速度率が大きく準緩和時間は小さいこと、逆
に、法人の場合は平均減衰速度率は小さく準緩和時間は大きいことが分った。
(この講演発表紹介は、平成6年10月29日 に行われた第9回研究 ・技術計画学会年次学術
大会における講演の要約である。)
皿.そ の 他/OtherTopics
○海外会議報告
OECDrイ ノベー シ ョン、特許 および技術戦略 に関す るワー クシ ョップ」
第1研 究 グループ研究員 永 田晃也
昨年12月8日か ら9日にかけて、OECDパリ本部 にお いて開催 された標記の会合 に出席 した。 本会
合は、OECD/CSTPの審議 に資す るため、多様 なデー タ資料 に基づ くイ ノベー シ ョン、特許及び技術
戦略 に関する調 査研究 の現 状を把握 し、今後 の検討課題 を明らか にす る目的で開催 された もので
ある。 会合 には26ケ 国か ら計80余名 の専門家が 出席 し、約50件もの論文が提出 されてお り、 ア
ジ ェンダ に対す る各国の関心 の高 さが窺 えた。
座長 に指名 されたパ ビ ッ ト教授(英 ・サセ ックス大学)に よる司会の下 、議題 は三つのセ ッシ
ョンに分けて討議 され た。 まず、企業、産業、国家の レベル毎 に、イ ノベ ーシ ョンの評価指標 を
得るための多様 なデー タソースが レビュー された。ついで、企業 のイ ノベ ーシ ョン行動の決定要
素に関す るモデ ル化 の試みが取 り上げ られた。最後 に、 「テ クノ ・グローバ リズ ム」の諸側面 を
捉 えた分析結果が報告 され た。
こう した イ ノベー シ ョンの研究 に関連 して、OECDはかねてか らデ ー タの国際的な標準化 を推進
してきたが、科学技術政策研究所では 目下、国際比較 の要請 に応 えるための調査研究 を、欧米の
研究 を、欧米の研究機関 との共同プロジ ェク トと して実施 している ところで ある。
今次会合は何等かの結論 に達す ることを 目的 とした ものではなか ったため、上記のよ うに極め
て多岐 に亘 る トピ ックが扱われた。 討議 を通 じ多数 の専門家 の間で、 イノベー シ ョンの測定 にか
か る概念や分析手法 をめ ぐる共通課題 が確認 された点 は、意義深 く感 じられた。
環/
○海外出張
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